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既婚看護婦世帯の住要求に関する研究（第1  報
一 家事・育児の実態と問題一

奈良女大家政　○瀬渡章子　田中智子　 湯川利和

四a 勺 ：これまで生活を支える諸条件( 住宅・施設・サービス）は，専業主婦の存在

を前提に組み立てられてきており. 増え続ける共働き世帯の生活要求に応えていないのが

現状である。本研究の目的は，就労形態やライフステージで異なる共働き世帯の諸問題を

明らかにし，望ましい居住システムのあり方を探ろうとするものである。今回は，教員と

並び伝統的な婦人の専門職ではあるが，就労条件のより厳しい看護婦について考察する。

コちi ＆: 大阪市内の３病院（北野・阪大・大手前）に勤務する全既婚看護婦に対し，

主に郵送による質問紙調査を実施した。調査期間は1983年２月2   3日～３月２０日，回収

数14  7. 回収率5 1.2  ％であった。

糸吉 艮:   (1) 回答者は，核家族率が8  割と高く，老親による家事・育児協力が得られ

ない。また半数の者が夜間の拘束をうけるため（夜勤３割，当直２割）, 家事・育児にた

いする困難感は強く，とくに幼児のいる世帯で顕著である。（2) 育児経験者は７割いるが

，その半数は院内保育所の利用経験をもつ。しかし，院内保育所は地域保育所のＯ才児保

育の肩代わりの要素がつよく，地域保育所の充実を望む声が多い。（3) 生活上の不便感は

，家事，育児，居住地の施設 ■サービスの側面で強い。核家族でもライフステージが上る

と不便感は減少し，子どもが成人まぢかの世帯で最小となる。老親同居の場合は，家事面
の不便感は低いか, 育児面では必ずしもそうとはいえない。
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既婚看護婦世帯の住要求に関する研究（第2一報）

- 一居住地選択行動と住宅志向一

奈良女大家政　○田中智子　瀬渡章子　 湯川利和

目 白勺 ：第１報にひきつづき，既婚看護婦世帯の居住地選択行動，住宅の実態及び住
宅志向をライフス■r ―ジ別に分析し，その問題点を明らかにする。

方‘ えた ：第１報参照。

糸吉 丿艮:(1) 既婚看護婦世帯では.  居住地を選択する際に交通の利便性を特に重視して

いる。通勤時間の平均値は，妻5   0分，夫4  7 分で，勤務場所から利用しやすい鉄道沿線

の徒歩圏内に住宅を取得する傾向が強く，居住立地限定層であるといえる。持家率は6  2

％であるか一戸建居住者は3   7％にすぎず4  2 ％が中高層集合住宅に居住する。妻の職場

までの距離や自然環境に対する不満が強く，半数が転居を希望している。持家一戸建志向

が強い一方で，通動に便利な都心近くを希望するものも５割ある。(2)夫婦のみの世帯では

夫婦の職場までの距離に対する不満が強く，転居希望率も高い。夜勤のあるものが半分以

上であること, 将来子供の誕生に伴う家事・育児負担の増大が予想されることから，より

利便性の高い都心近くに転居する可能性が高いとみられる。(3)･就学前児および就学児を持

つ世帯では，夫よりも妻の職場までの距離を重視し，居住地選択理由としてあげるものが

非常に多い。また，保育施設や親元との距離も重視しており，子供の存在かおおきく影響

している。居住地に対する不満は全般に強い。(4)長子が1   7歳j以上の世帯では，夫の職場

までの距離，鉄道駅までの距離を重視している。居住地に対する不満感は低く，定住志向

が強い。


